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 平成２８年１１月３０日 

 

平成２７年度市町等公営企業決算（概要） 
 

≪決算のポイント≫ 

特色 決算規模は縮小し、経常収支は黒字（微増） 

公営企業全体の事業数、企業債現在高、職員数が平成２６年度と比較してそ

れぞれ減少。 

決算規模は２５年度同水準に縮小し、経常収支の黒字額は微増。 

事業数 １０８事業（３事業の減）  

公営企業の整理・統廃合により、２０年度以降減少傾向。 

２３年度の事業数と比較して６事業、５．３％の減少。 

  

職員数  １，８４０人（Δ ７人、Δ ０．４％） 

２３年度の職員数と比較して１０５人、５．４％の減少。 

   

 

 

 

 

 

事業数

の推移 

職員数

の推移 

（単 位 ：人） 

（単 位 ：事 業） 
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決算規模  ９３６億８，５８６万円（Δ ４６億２，１８７万円、Δ ４．７％） 

２６年度に比べ決算規模は縮小。 

２６年度は、地方公営企業会計基準の見直しがあり、特別損失（退職給付引当金 

   一括計上等）の計上等に伴う総費用の増加等により決算規模が拡大したが、２７年度 

においては、２５年度までと同水準となっている。 

 

経営状況  経常収支６５億１，０５６万円の黒字（＋４億９８９万円、＋６．７％） 

黒字事業（経常収支が０の事業含）は９４事業（５事業減）で全体の８７．０％となった。 

          

 

企業債現在高  ３，３５３億３，５６４万円（Δ １００億２，３８８万円、Δ ２．９％） 

１９年度をピークに年々減少している。２３年度の残高と比べ、４０９億２，３５４万円 

減少（Δ１０．９％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各項目の数値は、表示単位未満を四捨五入したものであり、合計欄の数値と一致しない場合がある。 

※平成２７年度地方公営企業決算状況調査による。 

※詳細は別紙のとおり。 

企業債 

残高の推移 

（単位：百万円） 
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１．事業数 

 

１０８事業。観光施設事業で越前町、高浜町の減、介護サービス事業で越前町の減が 

あり、全体として前年度末から３事業の減となった。 

事業別では、下水道事業が５６で最も多く、全体の５１．９％を占めている。 

次いで水道事業（上水道・簡易水道）が２８（全体の２５．９％）となっている。 

 

 

事業別内訳

9 6 1 16

2 1 3

1 1

6 1 7

2 2 2 6

△ 2

1 1

20 9 5 34 △ 2

6 6 12

23 26 49

1 1

1 1

4 2 6

2 2

1 2 3 △ 1

38 36 0 74 △ 1

58 45 5 108 △ 3

病院事業

CATV

区分

計

法
適
用
企
業

工業用水道事業

下水道事業

事業名

上水道事業

ガス事業

介護サービス事業

合　　計

観光施設事業

簡易水道事業

市場事業

下水道事業

港湾整備事業

対 前 年 度
増 減 数

計

宅地造成事業

市 町
一組・
財産区

法
非
適
用
企
業 駐車場整備事業

計

 

【別紙】 
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２．職員数 

 

２７年度末現在１，８４０人。前年度末の１，８４７人に比べ、７人（Δ ０．４％）減少。 

事業別では、病院事業が１，３０７人（全体の７１．０％）と最も多く、下水道事業の２３３人

（同１２．７％）、水道事業（上水道・簡易水道）の１９７人（１０．７％）がこれに次いでおり、 

これら３事業で全体の９４．４％を占めている。 

 

職員数 （単位：人）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 26-27増減

238 220 212 207 197 △ 10

44 44 36 35 35 0

1,328 1,264 1,255 1,282 1,307 25

266 258 243 245 233 △ 12

4 4 4 0 0 0

89 84 80 78 68 △ 10

1,945 1,947 1,870 1,847 1,840 △ 7

水道事業

病院事業

下水道事業

その他の事業

事業名

合計

観光施設事業

ガス事業
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３．決算規模 

２６年度は、地方公営企業会計基準の見直しがあり、特別損失（退職給付引当金一括

計上等）の計上等に伴う総費用の増加等により決算規模が拡大したが、２７年度において

は、２５年度までと同水準まで決算規模は縮小している。 

 

決算規模は９３６億８，５８６万円。２６年度の９８３億７７３万円に比べ、４６億２，１８７万

円（４．７％）減少。 

事業別では、下水道事業が４１３億５，４５０万円（４４．１％）と最も大きく、次いで病院事

業が２６０億２，７８５万円（２７．８％）、水道事業（上水道・簡易水道）が１７６億７，９９１万

円（１８．９％）、ガス事業が３３億４，３４５万円（３．６％）となっている。 

 

※決算規模 法適用企業  ：総費用－減価償却費＋資本的支出 

法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金 

決算規模

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 26-27増減比

17,687,965 18,597,059 18,717,244 20,709,403 17,679,913 △ 14.6

4,406,825 4,225,440 3,923,519 3,782,189 3,343,451 △ 11.6

29,833,891 26,321,021 26,110,963 26,282,661 26,027,854 △ 1.0

43,188,872 41,210,346 40,603,030 41,134,689 41,354,497 0.5

119,112 122,863 126,363 73,651 0 △ 100.0

4,991,052 3,796,370 3,370,521 6,325,138 5,280,144 △ 16.5

100,227,717 94,273,099 92,851,640 98,307,731 93,685,859 △ 4.7

観光施設事業

計

(単位：千円、％)　

水道事業

事業名

下水道事業

病院事業

ガス事業

その他の事業
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４．経営の状況 

経常収支比率は１１０．３％（＋０．８％）であり、他会計からの繰入金を除くと９０．０％

（＋１．３％）となっている。 

単年度の収益的収支※での赤字事業は、法適用では９（上水道事業３、病院事業５、 

下水道事業１）、法非適用では５（簡易水道事業１、下水道事業３、介護サービス事業１）。 

累積欠損金（法非適用企業は実質収支赤字）がある事業 は、法適用では７（上水道事

業１、ガス事業１、病院事業５）、法非適用では０となっている。 

 

※収益的収支：年度内に生じる営業活動による収益と費用 

経営状況

経 常 収 益 経 常 費 用 経常収支比率 他会計繰入金 {（Ａ）－（Ｃ）}／（Ｂ）

（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）　％ （Ｃ） ％

26年度 15,695,860 14,311,817 109.7 1,247,791 101.0

27年度 15,566,952 14,190,965 109.7 1,169,852 101.5

26年度 3,572,939 3,089,081 115.7 1,950 115.6

27年度 3,171,205 2,728,457 116.2 0 116.2

26年度 23,402,054 24,047,907 97.3 2,442,073 87.2

27年度 23,811,898 24,072,169 98.9 2,305,647 89.3

26年度 24,739,642 21,109,855 117.2 9,193,488 73.6

27年度 24,699,784 21,072,825 117.2 9,007,570 74.5

26年度 1,503 1,503 100.0 0 100.0

27年度 0 0 ― 0 ―

26年度 2,712,650 1,463,813 185.3 477,553 152.7

27年度 2,706,029 1,380,894 196.0 340,704 171.3

26年度 70,124,648 64,023,976 109.5 13,362,855 88.7

27年度 69,955,868 63,445,310 110.3 12,823,773 90.0

水道事業

観光施設事業

その他の事業

下水道事業

計

(単位：千円、％)　

ガス事業

病院事業

年度

 

５．企業債残高の状況 

全体で３，３５３億３，５６４万円。１９年度（４，０１１億６，６９８万円）をピークに年々減少。

前年度（３，４５３億５，９５２万円）に比べ、１００億２，３８８万円（Δ ２．９％）減少。 

事業別では下水道事業が最も多く、次いで水道事業（上水道・簡易水道）、病院事業と

なっている。 

企業債残高

57,591,574 55,118,457 54,089,048 53,125,023 50,788,293 △ 4.4

6,401,775 6,288,910 6,102,993 5,890,757 5,634,365 △ 4.4

27,426,331 26,848,668 25,389,727 23,969,727 22,084,187 △ 7.9

274,572,604 268,603,949 262,065,270 256,066,405 250,308,195 △ 2.2

10,266,898 9,739,996 8,732,089 6,307,610 6,520,601 3.4

376,259,182 366,599,980 356,379,127 345,359,522 335,335,641 △ 2.9

23年度 24年度

病院事業

その他の事業

(単位：千円、％)　

水道事業

26-27増減比27年度25年度 26年度

計

ガス事業

下水道事業
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企業債残高の推移 

企業債残高の企業毎の割合 
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６．事業別経営の状況 

（１）水道事業（上水道事業・簡易水道事業） 
事業数は２８（上水道１６、簡易水道１２）で前年度からの増減はない。人口減少により

給水人口は年々減少し、利用者の節水などから年間総有収水量や１人１日あたり平均給

水量も減少傾向にある。 

事業概要 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

年度末給水人口 人 780,311 776,363 771,848 766,974 763,827 △ 0.5 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.4

年間総配水量（Ａ） 千㎥ 109,805 107,567 106,225 105,074 104,903 △ 2.0 △ 1.2 △ 1.1 △ 0.2

年間総有収水量（Ｂ） 千㎥ 98,976 97,367 95,611 94,235 93,454 △ 1.6 △ 1.8 △ 1.4 △ 0.8

1人1日平均給水量 ㍑／人 347 344 339 337 335 △ 0.9 △ 1.5 △ 0.6 △ 0.6

有収率（Ｂ）／（Ａ） ％ 90.1 90.5 90.0 89.7 89.1 0.4 △ 0.5 △ 0.3 △ 0.6  

※有収水量：水道料金徴収の対象となった水量 

※有収率：給水する水量と水道料金徴収の対象となった水量との比率 

 

【上水道事業（法適用企業）】 

料金収益の減少や長期前受金戻入等の減により経常収益は減少した。また、人件費、 

維持管理費、修繕費の減により経常費用も減少している。 

経常収益：１４４億５，３９３万円（Δ１億３，３８７万円、Δ０．９％） 

経常費用：１３２億５，９７５万円   （Δ１億６，４２４万円、Δ１．２％） 

経常利益（黒字）事業 １３事業：１５億５，９５６万円（＋６，６０８万円） 

累積欠損金のある事業 １事業： ６億５，９８５万円（＋２億６，８８２万円） 

経営状況（上水道事業） （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

経常収益（Ａ） 百万円 13,074 13,506 13,468 14,588 14,454 3.3 △ 0.3 8.3 △ 0.9

経常費用（Ｂ） 百万円 12,337 12,752 12,876 13,424 13,260 3.4 1.0 4.3 △ 1.2

経常収支比率（Ａ／Ｂ） ％ 106.0 105.9 104.6 108.7 109.0 △ 0.1 △ 1.2 3.9 0.3

累積欠損金 百万円 175 187 261 391 391 6.9 39.6 49.8 0.0

供給単価 円 126.1 127.7 129.5 130.0 130.1 1.3 1.4 0.4 0.1

給水原価 円 134.9 139.0 143.0 151.8 150.6 3.0 2.9 6.2 △ 0.8

資本的収入 百万円 2,568 3,338 2,993 2,964 2,264 29.9 △ 10.3 △ 1.0 △ 23.6

資本的支出 百万円 6,767 7,675 7,633 8,083 7,289 13.4 △ 0.6 5.9 △ 9.8  

※供給単価：利用料金の水１立方メートルあたりの平均単価 

※給水原価：水道水を１立方メートル作るのに必要な経費 

 

【簡易水道事業（法非適用）】 

（収益的収支） 

   料金改定による料金収入や基金繰入金の増により総収益が増加したが（＋４９７万円）、

総費用でも維持管理費等が増加したため（＋４，３３９万円）、収支差し引きは前年度と比

べ、３，８４２万円（Δ１７．４％）の減となった。 

（資本的収支）  

建設改良費の減少により地方債での収入が減り、収入・支出ともに減少した。 
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（実質収支） 

収益的収入が増加したが、一方で総費用も増加しており、７，８１４万円（Δ１，２６９万

円、Δ１４．０％）の黒字となった。 

経営状況（簡易水道事業） （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

総収益（Ａ） 百万円 1,319 1,055 1,079 1,108 1,113 △ 19.9 2.3 2.7 0.4

総費用（Ｂ） 〃 1,028 862 907 888 931 △ 16.2 5.3 △ 2.2 4.9

収益的収支差引（Ａ－Ｂ） 〃 291 194 172 220 182 △ 33.4 △ 11.4 28.2 △ 17.4

資本的収入（Ｃ） 〃 1,504 1,507 1,524 1,846 1,081 0.2 1.1 21.1 △ 41.4

資本的支出（Ｄ） 〃 1,780 1,677 1,677 2,033 1,219 △ 5.8 △ 0.0 21.3 △ 40.1

資本的収支差引（Ｃ－Ｄ） 〃 △ 277 △ 170 △ 153 △ 188 △ 138 38.4 10.3 △ 22.8 26.6

実質収支 〃 68 71 58 91 78 4.0 △ 18.5 57.0 △ 14.0  

※実質収支：収益的収支差引と資本的収支差引に前年度からの繰越金等を加えたもの 

 

（２）工業用水道事業 

３団体（あわら市、越前市、若狭町）が実施し、給水先事業所数は１９箇所となっている。 

   受水企業の水需要の増のため経常収益が増加し（＋３６８万円）、一方、人件費の減や

退職給付引当金の減により経常費用は減少した（Δ８３５万円）。そのため経常収支比率

は１２７．７％（＋１６．０％）となった。 

 

（３）ガス事業 

福井市のみが実施。オール電化の進展などにより、ガスの供給戸数や供給量は減少

傾向であり、料金収益は２９億９，８２２万円（Δ４億７，０２８万円、Δ１３．６％）となった。 

経常収支は４億４，２７５万円の黒字となっている。なお、２６年度には料金改定（一般ガス

料金で平均７．３％の引上げ）を行っている。 

累積欠損金（４億９，９２３万円）は、９～１５年度の天然ガスへの転換費用などが原因で

発生したが、２２年度以降年々減少している。 

 

事業概要 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

年度末供給戸数 戸 27,343 26,745 25,876 25,111 24,601 △ 2.2 △ 3.2 △ 3.0 △ 2.0

ガス生産量（Ａ） 千MJ 1,121,811 1,025,514 927,811 918,075 879,465 △ 8.6 △ 9.5 △ 1.0 △ 4.2

ガス供給量（Ｂ） 千MJ 1,097,083 1,019,108 926,905 911,351 883,063 △ 7.1 △ 9.0 △ 1.7 △ 3.1

有収率（Ｂ）／（Ａ） ％ 97.8 99.4 99.9 99.3 100.4 1.6 0.5 △ 0.6 1.1 

※有収率：生産したガス量と利用料金徴収の対象となったガス量（供給量）との比率 

※ＭＪ ：メガジュール。発熱量の単位。 

経営状況 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

経常収益（Ａ） 百万円 3,882 3,638 3,532 3,573 3,171 △ 6.3 △ 2.9 1.2 △ 11.3

経常費用（Ｂ） 百万円 3,874 3,524 3,291 3,089 2,728 △ 9.0 △ 6.6 △ 6.1 △ 11.7

経常収支比率（Ａ／Ｂ） ％ 100.2 103.2 107.3 115.7 116.2 3.0 4.1 8.4 0.5

累積欠損金 百万円 3,015 2,902 1,380 863 499 △ 3.7 △ 52.4 △ 37.5 △ 42.2

資本的収入 百万円 345 439 400 383 296 27.5 △ 8.9 △ 4.3 △ 22.7

資本的支出 百万円 1,262 1,322 1,139 1,062 1,004 4.8 △ 13.9 △ 6.8 △ 5.5 
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（４）病院事業 

病院事業の実施団体は６で前年度からの増減はない。 

病床数は変更なし。 

  利用患者数は、小浜病院、レイクヒルズ美方病院で、入院・外来ともに増加。 

上中病院は、２８年度からの診療所化（71床から19床へ削減）にむけて調整をしたこと

により入院・外来ともに減少。 

敦賀病院は、入院が増加、外来が減少。三国病院、織田病院、丹南病院は、外来は

増加、入院は減少。 

事業概要 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

病床数 床 1,322 1,302 1,302 1,298 1,298 △ 1.5 0.0 △ 0.3 0.0

年延入院患者数（Ａ） 千人 374 381 371 358 354 1.7 △ 2.6 △ 3.5 △ 1.1

年延外来患者数（Ｂ） 千人 699 702 698 678 677 0.5 △ 0.6 △ 2.9 △ 0.1

年延患者数（Ａ＋Ｂ） 千人 1,073 1,083 1,069 1,036 1,031 0.9 △ 1.3 △ 3.1 △ 0.5

1日平均入院患者数（Ｃ） 人 1,026 1,044 1,016 981 967 1.8 △ 2.7 △ 3.4 △ 1.4

1日平均外来患者数（Ｄ） 人 2,652 2,658 2,655 2,582 2,573 0.2 △ 0.1 △ 2.7 △ 0.3

1日平均患者数（Ｃ＋Ｄ） 人 3,678 3,702 3,671 3,563 3,540 0.7 △ 0.8 △ 2.9 △ 0.6

病床利用率 ％ 77.6 80.2 78.0 75.4 74.9 2.6 △ 2.2 △ 2.6 △ 0.5  
（経常収支） 

経常収益は、敦賀病院で、新薬の院内処方による外来収益の増、小浜病院で、施設

基準の変更に伴う入院基本料の増額があり入院収益が増となったことにより、増加した

（＋１．８％）。 

経常費用は、丹南病院で指定管理料の減、レイクヒルズ美方病院で職員給与費の減

となったが、敦賀病院、織田病院、小浜病院で増となったため、増加した（＋０．１％）。 

結果、経常収支比率は、改善した（＋１．６％）。 

（資本的収支） 

 資本的収入は、企業債収入が減少し、国県の施設整備事業補助金が増加したため、

昨年度と比較すると、企業債の資本的収入に占める割合は３５．７％から１３．１％に減少

した。 

 資本的支出に占める建設改良費の割合は４１．２％、元利償還金は５３．６％である。 

経営状況 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

経常収益（Ａ） 百万円 23,135 22,892 22,752 23,402 23,812 △ 1.0 △ 0.6 2.9 1.8

経常費用（Ｂ） 百万円 23,537 24,219 24,061 24,048 24,072 2.9 △ 0.7 △ 0.1 0.1

経常収支比率（Ａ／Ｂ） ％ 98.3 94.5 94.6 97.3 98.9 △ 3.8 0.0 2.8 1.6

累積欠損金 百万円 8,123 8,967 10,882 7,437 7,577 10.4 21.4 △ 31.7 1.9

資本的収入 百万円 6,722 1,874 2,274 1,863 2,318 △ 72.1 21.3 △ 18.1 24.4

資本的支出 百万円 7,649 3,672 3,668 3,783 4,084 △ 52.0 △ 0.1 3.1 8.0  
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（５）下水道事業  

事業数は５６（法適用７、法非適用４９）で、前年度からの増減はない。 

事業別では公共下水道１４（うち法適用４）、特定環境保全公共下水道８（うち法適用１）、

特定公共下水道１、農業集落排水１７（うち法適用２）、漁業集落排水７、林業集落排水２、

小規模集合排水処理３、特定地域生活排水処理２および個別排水処理２となっている。 

処理区域内人口や面積は増加傾向にあるが、利用者の節水等により年間有収水量は

減少もしくは横ばいの傾向にあり、効率的な下水処理が必要である。 

 

事業概要 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

処理区域内人口 人 699,439 703,137 707,602 710,848 713,230 0.5 0.6 0.5 0.3

処理区域内面積 ㌶ 21,996 22,206 22,511 22,768 22,943 1.0 1.4 1.1 0.8

年間総処理水量 千㎥ 128,272 123,799 128,463 134,343 127,475 △ 3.5 3.8 4.6 △ 5.1

年間総有収水量 千㎥ 82,467 82,659 81,764 81,603 81,795 0.2 △ 1.1 △ 0.2 0.2  

【一般会計等繰入金】 

事業全体の収支は黒字となっているが、一般会計等からの繰入金は、総収益の３６．５％、

資本的収入の２７．６％、合計で１４６億２，８９０万円を計上している。 

他事業に比べ資本整備が長期間かつ建設投資も莫大であり、今後は施設の老朽化対

策による建設改良費の増加が見込まれる。繰入金が各市町財政を圧迫する要因になりうる

ため、経営の改善を計画的に図っていく必要がある。 

 

【法適用企業】 

一般会計繰入金、長期前受金戻入の減により経常収益は１３９億３，２７０万円となった

（Δ１億３，７２３万円、Δ１．０％）。経常費用では、退職給与引当金繰入、固定資産の除却

による資産減耗費が増え、１３４億５１１万円となった（＋９，９７５万円、＋０．８％）。 

経営状況（法適用企業） （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

経常収益（Ａ） 百万円 10,756 10,680 10,393 14,069 13,932 △ 0.7 △ 2.7 35.4 △ 1.0

経常費用（Ｂ） 百万円 10,174 10,163 9,959 13,305 13,405 △ 0.1 △ 2.0 33.6 0.8

経常収支比率（Ａ／Ｂ） ％ 105.7 105.1 104.4 105.7 103.9 △ 0.6 △ 0.7 1.4 △ 1.8

資本費単価 円 184.2 178.0 180.5 178.5 184.0 △ 3.4 1.4 △ 1.1 3.1

使用料単価 円 130.7 130.4 130.2 130.2 129.9 △ 0.2 △ 0.2 0.0 △ 0.2

処理原価 円 267.7 260.1 260.9 262.7 270.5 △ 2.8 0.3 0.7 3.0

資本的収入 百万円 8,855 8,745 8,139 8,235 8,532 △ 1.2 △ 6.9 1.2 3.6

資本的支出 百万円 13,468 12,921 12,357 12,190 12,655 △ 4.1 △ 4.4 △ 1.4 3.8 

※資本費単価：有収水量１立方メートルあたりの資本費（減価償却費＋支払い利息） 

※使用料単価：有収水量１立方メートルあたりの使用料収入 

※処理原価：有収水量１立方メートルあたりの汚水処理費 

 

【法非適用企業】 

資本的収支は、前年度と比べ建設改良の増加はないが横ばいであり、地方債による収入

と建設改良費による費用が高い状態にある。 
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経営状況（法非適用企業） （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

総収益（Ａ） 百万円 10,408 10,432 10,597 10,721 10,767 0.2 1.6 1.2 0.4

総費用（Ｂ） 〃 8,038 7,880 7,745 7,804 7,667 △ 2.0 △ 1.7 0.8 △ 1.8

収益的収支差引（Ａ－Ｂ） 〃 2,370 2,552 2,852 2,917 3,100 7.7 11.8 2.3 6.3

資本的収入（Ｃ） 〃 12,766 11,298 11,522 11,884 11,757 △ 11.5 2.0 3.1 △ 1.1

資本的支出（Ｄ） 〃 15,396 14,172 14,580 15,066 15,042 △ 8.0 2.9 3.3 △ 0.2

資本的収支差引（Ｃ－Ｄ） 〃 △ 2,631 △ 2,874 △ 3,058 △ 3,182 △ 3,285 △ 9.2 △ 6.4 △ 4.1 △ 3.2

実質収支 〃 217 138 171 128 198 △ 36.4 23.9 △ 25.1 54.7 

※実質収支：収益的収支差引と資本的収支差引に前年度からの繰越金等を加えたもの 

 

（６）港湾整備事業 

敦賀市のみ実施。収益的収支と資本的収支を通じた実質収支は０円（前年度比増減な

し）となっている。 

 

（７）市場事業 

福井市のみ実施。収益的収支と資本的収支を通じた実質収支は４９万円（Δ２３万円、

Δ３２．５％）の黒字となっている。 

 

（８）観光施設事業  

２６年度に越前町と高浜町の事業が終了し、２７年度の実施団体はない。 

 

（９）宅地造成事業 

福井市、敦賀市、鯖江市、あわら市、美浜町および若狭町の６団体が実施。２５年度に

越前町事業が終了したが、２６年度からは、美浜町が新規に産業団地と住宅団地の整備

を進めている。 

（収益的収支）  

土地の売却総額が増加したため総収益が増え、収支差引は増加した。 

（資本的収支） 

地方債、県補助金および一般会計繰入金の増加により収入が増え、地方債償還金の

減少により支出が減ったため、収支差引は増加した。 

経営状況 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

総収益（Ａ） 百万円 2,393 1,199 2,541 1,008 1,100 △ 49.9 111.8 △ 60.3 9.1

総費用（Ｂ） 〃 283 129 158 129 101 △ 54.5 22.8 △ 18.4 △ 21.7

収益的収支差引（Ａ－Ｂ） 〃 2,110 1,071 2,383 879 999 △ 49.2 122.5 △ 63.1 13.7

資本的収入（Ｃ） 〃 245 247 596 1,160 2,094 0.7 141.5 94.6 80.5

資本的支出（Ｄ） 〃 2,175 1,304 1,184 4,040 3,105 △ 40.1 △ 9.2 241.2 △ 23.1

資本的収支差引（Ｃ－Ｄ） 〃 △ 1,930 △ 1,057 △ 588 △ 2,880 △ 1,011 45.2 44.4 △ 389.8 64.9

実質収支 〃 633 671 2,486 495 495 6.0 270.5 △ 80.1 0.0  

※実質収支：収益的収支差引と資本的収支差引に前年度からの繰越金等を加えたもの 
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（１０）駐車場整備事業 

福井市、鯖江市の２団体が実施。収益的収支と資本的収支を通じた実質収支は黒字

となっている。 

経営状況 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

総収益（Ａ） 百万円 543 483 440 374 303 △ 11.2 △ 8.8 △ 15.0 △ 19.0

総費用（Ｂ） 〃 150 128 121 120 112 △ 14.7 △ 5.3 △ 0.8 △ 6.7

収益的収支差引（Ａ－Ｂ） 〃 394 355 319 254 191 △ 9.8 △ 10.1 △ 20.4 △ 24.8

資本的収入（Ｃ） 〃 0 32 28 76 70 皆増 △ 11.1 171.4 △ 7.9

資本的支出（Ｄ） 〃 392 386 346 329 261 △ 1.5 △ 10.4 △ 4.9 △ 20.7

資本的収支差引（Ｃ－Ｄ） 〃 △ 392 △ 355 △ 318 △ 253 △ 191 9.5 10.4 20.4 24.5

実質収支 〃 0 0.19 0.33 0.42 0.95 46.2 73.7 27.3 126.2 

※実質収支：収益的収支差引と資本的収支差引に前年度からの繰越金等を加えたもの 

 

（１１）介護サ－ビス事業 

１２年４月の介護保険法施行による事業であり、あわら市、池田町および南越前町の３団

体が実施。越前町は２６年度に事業が終了した。収益的収支と資本的収支を通じた実質

収支は黒字となっている。 

経営状況 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

総収益（Ａ） 百万円 221 167 168 171 161 △ 24.5 0.7 1.8 △ 5.8

総費用（Ｂ） 〃 221 167 169 171 161 △ 24.2 1.0 1.2 △ 5.8

収益的収支差引（Ａ－Ｂ） 〃 0 △ 0 △ 1 0 0 △ 195.3 △ 122.7 100.0 ―

資本的収入（Ｃ） 〃 37 29 56 47 34 △ 20.0 91.1 △ 16.1 △ 27.7

資本的支出（Ｄ） 〃 48 29 56 47 34 △ 39.1 91.1 △ 16.1 △ 27.7

資本的収支差引（Ｃ－Ｄ） 〃 △ 12 0 0 0 0 100.0 ― ― ―

実質収支 〃 2 1.12 0.87 0.92 0.72 △ 28.6 △ 22.5 5.7 △ 21.7 

※実質収支：収益的収支差引と資本的収支差引に前年度からの繰越金等を加えたもの 

 

（１２）その他事業 

こしの国広域事務組合がケーブルテレビ事業を実施。 

会計基準見直しによる営業外収益の長期前受金戻入の増加により、収益的収支は黒

字（３，４４６万円、＋３７．４％）。老朽化に伴うインターネット機器更改工事の実施により建

設改良費（１億１，０２７万円、＋２９６．５％）が増加し、資本的収支は赤字となった。 

事業開始から約１０年が経過しており、今後、機器設備の老朽化に伴う修繕費用等の

増加が懸念される。 

経営状況 （％）

区　　　　　分 単位 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 23-24増減比 24-25増減比 25-26増減比 26-27増減比

経常収益（Ａ） 百万円 202 192 193 311 320 △ 4.8 0.4 61.0 2.9

経常費用（Ｂ） 百万円 196 190 192 286 285 △ 3.2 1.4 48.7 △ 0.1

経常収支比率（Ａ／Ｂ） ％ 103.1 101.4 100.5 108.8 112.1 △ 1.7 △ 0.9 8.3 3.3

累積欠損金 百万円 △ 6 △ 9 △ 10 △ 33 △ 70 △ 50.0 △ 11.1 △ 230.0 △ 112.1

資本的収入 百万円 50 54 110 114 101 8.4 103.2 3.2 △ 10.9

資本的支出 百万円 113 121 108 125 195 7.3 △ 11.2 16.3 55.9 

※21年度以降は累積欠損金が発生していない。（利益剰余金としてマイナス表記する） 


